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◯24 番（松野 隆）登壇 皆さんおはようございます。私は公明党福岡市議団の楠正信議

員の代表質問に関連し、県費負担教職員制度の権限移譲と今後の教育環境について、敬老祝

い金品と民生委員について、以上２点補足質疑を行います。 

 今を去る平成 14 年の地方分権改革推進会議から検討が始まり、平成 25 年に合意に至っ

た県費教職員制度の政令市への権限移譲が新年度からいよいよスタートし、給与費全額が

政令市負担となります。そもそも政令市は教職員の任命権者でありながら、給与負担や定数

決定等の権限は道府県が行ってきた、いわば教育行政のゆがみが、特に近年、政令市それぞ

れの教育の独自性に少なからず影響を与えてきたのではないでしょうか。この不一致が是

正されることにより、本市の教育行政に今後もたらされる多くのメリットについてお聞き

してまいります。 

 まず、県費負担教職員制度の権限移譲に伴い、新たに福岡市で給与を負担することになる

教職員定数の総数と権限移譲による増加数及びその給与負担額と新たに生じる財政措置の

詳細、あわせておさらいの意味で 12 月議会での教職員の勤務条件に関する条例改正の主な

内容をお尋ねいたします。さらに、新年度に増加する人材確保の計画についてお答えくださ

い。 

 権限移譲により、増加する教職員数については、これまでも政令市に配置すべき教職員数

がようやく適正化すると言いかえることもできると思いますが、県費では新たな増員分に

ついて、これまでどのように配置してきたのでしょうか、お答えください。 

 今回の権限移譲による最も大きなポイントは、教職員の定数や学級編制基準などを本市

独自に定められることにより、本市の教育上の課題や地域の実情に応じたきめ細かな取り

組みが可能になることだと思います。 

 そこで、本市のこれまで取り組みが不十分であった課題と、新たな本市独自の取り組み項

目について、端的にお示しください。 

 次に、子どもを育むよりよい教育環境に関連してお尋ねしますが、最近、教職員の間で、

新年度から校内パソコンでのインターネット環境がなくなる、教材の活用や自主的な研究

のための情報検索ができなくなり、業務に多大な影響が及ぶと心配する声が上がっており

ます。このことは、総務省の自治行政部が平成 27 年に行った通達に沿ったものだと思いま

すが、教育委員会による対策への影響が懸念されましたので、この事案について中央に確認

し、調べましたところ、日本年金機構の事案等を踏まえ、総務省では自治体の情報セキュリ

ティーに係る対策の検討に、専門家や実務家による自治体情報セキュリティー対策チーム

を立ち上げた。その結果、３点から成る報告が取りまとめられた。１、マイナンバー利用事

務系では、原則として他の領域との通信を不可とし、端末からの情報持ち出し不可設定を図

る。２、マイナンバーによる情報連携に活用されるＬＧＷＡＮ、ＬＧＷＡＮというのは、中

央省庁と全国の自治体が接続されたネットワークシステムのことであります。ＬＧＷＡＮ



環境のセキュリティー確保に資するため、ＬＧＷＡＮ接続系とインターネット接続系を分

割する。３、都道府県と市区町村が協力して自治体情報セキュリティクラウドを構築し、高

度なセキュリティー対策を講じること、大まかこのように個人情報とともに行政情報を守

る目的で総務省としてセキュリティー対策の抜本強化支援を行うとのことでした。 

 このような総務省の通達を受けての、教育委員会が取り組むセキュリティー対策事業の

詳細についてお答えください。 

 これまでも本市の学校ではＵＳＢの紛失など、児童生徒の個人情報の取り扱いに関する

事故が頻発しており、また、不正侵入による個人情報流出事故を未然に防ぐセキュリティー

対策強化は急務でありますが、教育委員会は各学校に総務省通達を受けた情報セキュリテ

ィー対策をどのように実施すると伝えてきたのか、答弁を求めます。 

 次に、敬老祝い金品と民生委員についてです。 

 配る福祉から支える福祉へ。29 年度予算案において、福岡市の福祉政策は転換期を迎え

ようとしております。進展する少子・高齢社会は、世界も標榜する日本の医療、介護、年金

など、将来にわたり安心した生活を担保する社会保障制度の世代間による支え合いのバラ

ンスに多大な影響を与え、その持続可能性を探りながらの制度改革が繰り返されておりま

す。このような時代を背景に、本市の保健福祉計画も大都市としての悩みを抱えながら、将

来設計を重ねることにより、高齢者や障がい者の皆さんへの仕組みの変更も余儀なくされ

つつあります。 

 初めに、配る福祉とは何なのか、支える福祉とは何を指すのか、お答えください。本市の

将来の福祉の姿をどう考えているのか、新年度の具体的施策をお示しください。 

 次に、改めて福岡市の敬老祝い金制度の趣旨や目的についてお答えください。また、新年

度の大きな改革として、敬老祝い金品制度の見直しが行われますが、本市制度の沿革、概要

と、28 年度の対象人員と予算額、また今後の内容について答弁を求めます。 

 今、高齢者の皆様を取り巻く環境は非常に厳しいものがありますが、近年の社会保障制度

改革において、高齢者負担の何がどう変わってきているのか、主なものについてお示しくだ

さい。 

 次に、民生委員・児童委員は、高齢者を取り巻く厳しい環境のもと、地域で高齢者を支え

ていただき、大変重要な存在でありますが、新年度の区社協、区民生児童委員の予算編成は

昨年と比較し、どう変わるのか、各区の予算の増減額と合計額についてお示しください。 

 28 年度各区の民生委員・児童委員の定数に対する委嘱者数をお示しください。また、見

直しが行われる予算の各区のこれまでの利用目的や実態についてお示しください。 

 以上で１回目の質問を終わり、２回目以降は自席にて質問させていただきます。 

◯議長（おばた久弥） 星子教育長。 

◯教育長（星子明夫） 県費負担教職員制度の権限移譲と今後の教育環境についての御質問

にお答えいたします。 

 まず、新たに給与を負担する教職員定数、権限移譲による増加数、給与負担額と財政措置



でございますが、教職員定数は 7,266 人、権限移譲による増加数は 133 人、平成 29 年度の

給与費等負担額は約 671 億円で、その財源として義務教育費国庫負担金等が約 159 億円、

また、県民税所得割臨時交付金等約 289 億円が福岡県より交付されるとともに、地方交付

税等により約 223 億円が財政措置されることとなっております。 

 次に、教職員の勤務条件など条例改正の内容でございますが、原則として福岡市において、

職種にかかわらず統一されているものは福岡市の制度に合わせ、教育職員独自の事情等を

考慮すべきものは従前どおり福岡県の制度に合わせております。具体的には、教育職員の給

料表は福岡県に合わせ、各種手当と服務関係は福岡市に合わせることとし、新たに離島など

に対するへき地手当を新設しております。また、介護休暇や病気休暇など、権限移譲前に承

認を受けていたものは、引き続き取得できるように経過措置を設けております。 

 次に、新年度に増加する教職員の人材確保でございますが、平成 28 年度に実施した 29

年度採用予定の教員採用試験から本市独自の試験を行っており、優秀な人材を計画的に採

用してまいります。 

 次に、権限移譲前の県の教職員配置でございますが、福岡県が法令に基づき、国から配当

される県内全市町村の教職員定数を各市町村の実情を勘案しながら、県下全体で広域調整

を行い、各市町村へ配分していたものでございます。 

 次に、福岡市の教育における課題でございますが、一人一人の学力課題に応じたきめ細や

かな指導のさらなる充実が求められていること、また、減少傾向ではあるが、いまだに約

900 人の不登校児童生徒がいることなど、学力保障、進路保障において対応すべき課題があ

ると認識しております。このため、新たな独自の取り組みとして、学校と地域が連携した放

課後補充学習であるふれあい学び舎事業の拡充、都道府県、政令市として全国初の不登校生

徒のいない離島校２校を除く全中学校 67 校への不登校対応教員の配置、食育推進による基

本的生活習慣の定着のため、政令市トップの配置率となる 108 人体制に向けた計画的な栄

養教諭の 32 人増員を実施いたします。 

 次に、新年度からの学校における情報セキュリティー対策でございますが、児童生徒を初

めとする個人情報を取り扱う教職員用のパソコンをウイルス感染や情報流出などのリスク

から守る抜本的な情報セキュリティー対策として、教職員が使用するパソコンをインター

ネットから分離することとしております。 

 次に、各学校への説明でございますが、これまでも学校ではウイルス感染や個人情報の紛

失など、情報セキュリティーに係る事故が続いており、教職員に対し、情報セキュリティー

の重要性や個人情報の管理徹底について研修や通知を繰り返してまいりました。このよう

な中、国におきましても、情報セキュリティー強化は喫緊の課題であることから、全国的な

取り組みとして、セキュリティー対策の抜本的強化を求める総務省通達が平成 27 年 12 月

に出されたところです。教育委員会といたしましても、通達に沿ったセキュリティー対策を

講じるべきと判断し、29 年７月からは個人情報を取り扱う各教職員用のパソコンではイン

ターネットの利用は行わず、新たにインターネット専用のパソコンを設置する予定である



との説明を 28 年 11 月に行っております。以上でございます。 

◯議長（おばた久弥） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） まず、配る福祉から支える福祉についてでございます。 

 これから迎える超高齢社会では、65 歳以上の高齢者人口がふえ、社会の支え手、担い手

である生産年齢人口とのバランスが急速に、そして大きく変わっていくため、従来の施策を

見直し、持続可能な制度や仕組みに施策を再構築していく必要がございます。そのため、平

成 26 年度以降、保健福祉総合計画を策定していく中で、保健福祉審議会におきまして、こ

れまで制度上、年齢などを条件に一律に支えられる側として実施してきた給付施策である

いわゆる配る福祉から、高齢者が年齢を重ねても意欲や能力に応じて活躍できるための施

策や、支援が必要な人を社会全体で支え合う施策への転換を図るなど、支える福祉に重点を

置いた政策転換を進めていく必要があるというふうにされたものでございます。平成 29 年

度予算案における具体的施策につきましては、福祉バス利用の自己負担の大幅な軽減によ

る高齢者や障がい者などの社会参加促進や地域との共働による移動支援のモデル事業の実

施、外出を支えるベンチの設置などを進めることとしてございます。 

 次に、敬老祝い金制度の趣旨、目的でございますが、多年にわたり社会の進展に寄与して

きた高齢者に対し、敬老金及び敬老祝い品を贈呈し、敬老の意をあらわすことを目的として

おります。昭和 41 年度から敬老祝い品を、昭和 46 年度から敬老祝い金を開始しまして、

以来、適宜内容を変更しながら、平成 17 年度から現行の制度となってございます。この内

容につきましては、80 歳を迎えられた方に１万円、88 歳を迎えられた方に２万円、100 歳

を迎えられた方には３万円と祝い品を、また、101 歳以上の方には毎年１万円をお贈りして

ございます。平成 28 年度の対象人数につきましては、80 歳の方が１万 183 人、88 歳の方

が 5,364 人、100 歳の方が 270 人、101 歳以上の方が 551 人、合計１万 6,368 人でございま

す。また、平成 28 年度当初予算額につきましては２億 2,798 万円でございます。今後でご

ざいますが、敬老祝い金は廃止することとしますが、100 歳の方には引き続きお祝い品、お

祝い状をお贈りすることとしてございます。 

 次に、国の社会保障制度改革における高齢者の負担の見直しでございます。主なものとし

て、介護保険分野では、一定以上の所得のある介護サービスの利用者について、平成 27 年

８月より自己負担割合を１割から２割へ引き上げるなどの見直しが実施されてございます。

また、医療保険分野では、70 歳以上の方の医療費の高額療養費制度における自己負担限度

額につきまして、平成 29 年８月から所得に応じた段階的な引き上げなどが実施される予定

でございます。 

 次に、区社会福祉協議会の予算についてでございますが、福岡市社会福祉協議会への補助

金のうち、平成 29 年度の区社協活動事業費に対する配分予定額としては、平成 28 年度と

比較して 50 万 3,000 円増の 2,272 万 5,000 円となってございます。また、民生委員経費に

つきましては、福岡市民生委員児童委員協議会への補助金のうち、平成 29 年度の区民生委

員児童委員協議会への配分予定額としては平成 28年度と比較して 78万 5,000 円減の 2,309



万 8,000 円となってございます。 

 次に、民生委員・児童委員の定数及び委嘱数についてでございますが、平成 29 年３月１

日現在、定数は 2,496 名で委嘱数は 2,391 名でございます。また、各区の予算の利用目的や

実態ですが、各区の民生委員児童委員協議会において、情報交換等を行う毎月の定例会を初

めとして、新任研修、中堅研修、地区会長、副会長研修などの段階に応じた研修、相談への

対応や自立への働きかけなど、地域住民とのかかわりの中で求められる相談援助技術を高

める研修、そして高齢者、障がい者、子ども家庭部会など五つの分野の専門部会研修などを

実施しており、これらを通じて専門的知識の習得に努め、民生委員・児童委員みずからの資

質向上を図り、よりよい活動につなげているところでございます。以上でございます。 

◯議長（おばた久弥） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 教職員の権限移譲についてです。県による事務処理では、教職員定

数とそれに伴う学級編制や加配について、県の独自裁量が法的に認められていたようです

が、反面、県が政令市に対して果たすべき財政措置について、その恩恵はほとんどありませ

んでした。大都市が抱える財政需要に鑑み、福岡市民が負担する税源の移譲について、今回

の権限移譲は課題解消の一歩であることは申し添えておきます。それと同時に、今後、児童

生徒数の増加や新たな需要による専門教員や教諭の配置が必要な場合の財源措置はどうな

るのか、御所見を求めます。 

 さて、権限移譲を生かした新たな取り組みとして、不登校対応の充実や食育の推進に取り

組むようですが、その内容の詳細と効果について、答弁を求めます。 

 次に、セキュリティー対策強化と教職員のインターネット使用についてですが、新年度の

取り組みは、文科省ではなく、総務省の自治行政部が平成 27 年 12 月に行った通達を受け

た本市教育委員会の取り組みですが、これまで学校現場に教職員が安心できるような情報

提供が行われていないと感じております。質問の冒頭に申し上げたとおり、個人情報や行政

情報の流出を防ぐための対策強化は重要であり、早急に取り組むべきでありますが、事業の

しわ寄せが教職員の職務に悪影響を与え、特に教員が児童生徒と向き合える時間を奪うよ

うなことがないよう、十分な配慮が必要ではないかと考えます。新しい技術の導入などによ

り対応することはできないのでしょうか。学校のセキュリティー対策強化と同時に、教職員

が使用するインターネット環境の担保は不可欠でありますが、御所見をお伺いいたします。 

 次に、支える福祉には、これまで当事者の皆様から寄せられつつ、形にできなかったニー

ズが盛り込まれ、大変すばらしい事業もありますので、ぜひ今後も現場の声を政策に昇華し

ていただきたいと思います。しかし、敬老祝い金の大幅な縮減には、本当にこれでよいのか

との思いも残ります。多くの御高齢者は、戦前、戦中、戦後の大変困難な時代の中、筆舌に

は尽くせない艱難辛苦を乗り越え、家族の生活を守るために必死に生き、働いてこられまし

た。その結果、今日の日本の発展があり、私たちはその繁栄を享受しております。本市が高

齢者への敬老祝い金事業を行ってきた理由は、まさにその高齢者の皆様に感謝と敬意を表

するためだと思います。他政令市の敬老祝い金制度の実施状況を調べたところ、10 政令市



が同制度を実施しており、75 歳から５歳ごとに７段階に分けて行っている市や、20 万円を

贈っている市もありました。この制度に言えることは、いわゆる他の高齢者福祉とは一線を

画す事業で、配る福祉というより、長い人生で幾多の御苦労に感謝を表し、ねぎらうための

限られた機会であるということだと思います。敬老祝い金の縮小について、当事者や高齢者

団体の皆さんに感想を聞けば、どうぞ若い人やほかの事業に予算を回してくださいと言わ

れるでしょう。それが高齢者の皆さんの矜持です。その高齢者の思いを推しはかることが、

私たち年少者の矜持ではないでしょうか。高齢者がふえ、子どもが減る中、既存の制度の見

直しはやむを得ないこともありますが、高齢者の皆様にとっては、マイナスばかりが続いて

おります。お元気な高齢者も、病気や介護で外出が困難な高齢者も、全ての高齢者が自由に

使える祝い金ほどありがたいものはありません。せめて本市が高齢者への敬意を表する機

会は続けていただきたいと願っております。また、自助、共助、公助の考え方からすれば、

健康づくりや町内会や老人会など、地域住民の皆様へのさまざまな御尽力など、それぞれが

でき得る役割分担を果たしていただいており、行政も可能な限り頑張って行政にしかでき

ない使命を果たすべきではないでしょうか。 

 今後の敬老祝い金について、年齢や内容の変更があるにせよ、高齢者の皆さんがお元気な

うちにお祝いをする制度が何らかの形で必要ではないかと思いますが、御所見を求めます。 

 民生委員さんの予算についてですが、昨年、民生児童委員の任期満了に伴い、一斉改選が

行われました。近年、民生委員の担い手も少なくなっており、各区の協議会は、新任獲得に

向け、大変な御尽力をいただきました。また、多様化する高齢者ニーズに民教数をふやし、

きめ細かな体制をしかれております。今回、区の予算の見直しは、各区の委員の皆さんが研

修や勉強する機会に使う予算で、この予算がなくなると、研修を取りやめるか、各自自前で

参加費を捻出することになり、新たな負担を求めることになります。民生児童委員さんこそ、

高齢者や子どもを一番近くで見守る、支える福祉の最前線でありますので、予算措置につい

ては慎重に行っていただきたいと思います。 

 新年度は民生児童委員の 100 周年記念事業もあり、別枠で多額の予算措置が必要だと聞

いており、少なくとも次年度からの予算措置については、必要な予算を確保するとともに、

民生委員・児童委員の活動しやすい環境づくりに取り組んでいただきたいと思いますが、答

弁を求めます。以上で２回目を終わります。 

◯議長（おばた久弥） 星子教育長。 

◯教育長（星子明夫） 県費負担教職員制度の権限移譲と今後の教育環境についての御質問

にお答えいたします。 

 まず、児童生徒数の増加や新たな需要による教職員定数に係る財源措置でございますが、

これらの給与費等につきましても、義務教育費国庫負担法及び地方財政法等に基づき、国に

おいて財政措置されることとなっているところで、需要に応じた基礎定数や加配定数が確

保されるよう国に求めてまいります。 

 次に、権限移譲を生かした新たな取り組みでございますが、まず、不登校対応の充実につ



きましては、不登校生徒の学校復帰に向けた校内支援体制のコーディネートや校内適応指

導教室の組織的な運営、不登校生徒や保護者の心のケアのための面談や家庭訪問の実施、医

療や福祉面からの支援に向けた関係機関との連携や不登校に関する小学校への支援などを

行い、不登校児童生徒数の減少や学級復帰の増加を図ってまいります。 

 次に、食育の推進につきましては、栄養教諭の増員により、児童生徒に対して食に関する

きめ細やかな指導助言を行い、学級担任や家庭との連携のもと、基本的生活習慣を定着させ

るとともに、アレルギー相談へのきめ細やかな対応をさらに充実してまいります。 

 次に、教職員のインターネット利用環境の確保でございますが、ウイルス感染の危険性が

高いダウンロードなどについては、児童生徒を初めとする個人情報とは分離したインター

ネット専用のパソコンで行うなど、セキュリティー対策は適切に行う必要がございます。一

方、教職員の業務における利便性を確保することが必要であるため、検索や閲覧を安全に行

うことのできる仮想ブラウザなどの技術を活用し、総務省の求めるセキュリティー基準を

満たした上で、教職員のパソコンからインターネットを利用することができるようにし、利

便性にも配慮したセキュリティー対策を進めてまいります。以上です。 

◯議長（おばた久弥） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） まず、敬老祝い金制度についてでございます。 

 多年にわたり福岡市の発展に寄与されてこられた高齢者の方々に敬意の意を表すため、

約 50 年にわたり実施してきた制度でございます。この間に高齢化率は 5.4％から 20.8％に

上昇し、高齢者数は約５万人から約 31 万人に増加してございます。また、平均寿命は男性

は 70 歳から 80 歳へ、女性は 75 歳から 87 歳へと大幅に延びたところでございます。少子

化の進展と相まって、これまで経験したことのない超高齢社会を迎えますが、このような大

きな変化に対応し、御高齢の方々が地域の中で生き生きと生活を送ることができるように

するためには、やはりこの段階で従来の施策を見直すと同時に、これからの時代にふさわし

い新たな施策を講じていくことが喫緊の課題であるというふうに認識してございます。こ

のため、配る福祉から支える福祉への施策の再構築を行っていく中で、高齢者の方も安心し

て暮らせる持続可能な保健福祉の仕組みづくりをしっかりと進めてまいりたいと考えてい

るところでございます。ぜひ御理解をお願いしたいと存じます。 

 次に、民生委員・児童委員についてでございますが、少子・高齢化、単身世帯の増加など、

社会環境が大きく変化する中、住民が抱える生活課題、地域課題も多様化、複雑化しており、

民生委員・児童委員が地域のつなぎ役として住民からの多様な相談に的確に対応していく

ためには、研修や視察などを行い、新たな動向に関する理解や相談援助技術の向上などを図

っていただくことが重要であるというふうに考えてございます。福岡市としましては、民生

委員・児童委員の活動しやすい環境づくりのため、予算を初めとして民生委員・児童委員の

活動を地域住民に御理解いただくための広報や負担軽減に取り組むなど、民生委員・児童委

員の活動をしっかり支援してまいりたいと考えてございます。以上でございます。 

◯議長（おばた久弥） 松野隆議員。 



◯24 番（松野 隆） セキュリティー対策によるインターネット使用については、一時、

今後教員各自のパソコンではインターネット接続は一切不可となり、職員室に別途設置す

るインターネット接続専用パソコンを共有することになると伺っておりました。Ｗｉ－Ｆ

ｉ設置を求める時代にあって、インターネットの利用が数台のパソコンの共有では仕事に

支障を来すことは容易に想像がつき、教職員が子どもと向き合う時間の確保を心配してお

りましたので、先ほどの答弁には一安心をいたしました。引き続き、学校現場への情報提供

を丁寧に行い、現場の声も反映していただきたいことを強く要望しておきます。 

 次に、670 億円に上る財源とともに移譲される権限を活用し、本市独自の課題解消と教職

員の教育力の向上に取り組み、大いに効果を上げていただきたいと思います。大都市が長年

にわたり要望してきた課題が１つ解消しますが、教育予算につきましては、これまで同等か、

それ以上の規模をしっかり確保していただき、全国に誇れる福岡市の教育環境を実現して

いただきたいと思います。 

 この質問の最後に、教育長の御決意をお伺いいたします。 

 民生委員・児童委員の皆さんの業務は、昔とは格段に違い、質、量とも急激に増加し、緩

和の検討も急務ではないかと思います。担い手の永続的な確保に向け、引き続き民生委員・

児童委員の環境づくりについて、重ねて検討を強く要望しておきます。超高齢社会の到来と

いう社会構造の変化に応じ、施策の転換を図る、行政として高齢者全体を俯瞰しながら、持

続可能な制度設計を図ることを支える福祉という言葉で表現されているのだと思います。

高齢者の皆さんが幸せだったと実感し、子や孫の世代が先人への尊敬の念を忘れない思い

やりの心を育みたいと願うことは、市民一人一人の思いではないかと考えます。 

 最後に、今回の敬老祝い金の見直しの後、福岡市はこれからの高齢者に対する敬老の意を

どう表していかれるのか、配る福祉から支える福祉への政策転換の先に思い描く社会の姿

とあわせて、市長の御所見をお伺いし、私の質問を終わります。 

◯議長（おばた久弥） 星子教育長。 

◯教育長（星子明夫） 今後の教育環境でございますが、平成 29 年度は予算の集中と選択

により、放課後補充学習や小学校外国語活動支援、特別支援教育支援員の配置や部活動補助

指導員の配置を大幅に拡充するなど、喫緊の課題に対応した予算編成を行っております。ま

た、特別支援学校の増築を初め、小中学校の校舎等の整備を進めるため、さきの２月議会に

おいて大型の補正を行っております。今後とも、必要な予算はしっかりと確保し、未来の福

岡を担う子どもたちを育むための教育施策を着実に推進してまいります。以上でございま

す。 

◯議長（おばた久弥） 高島市長。 

◯市長（高島宗一郎） 戦前、戦中に生まれ、戦後の混乱期を経て現在の福岡市の発展の礎

を築いてこられた諸先輩方に対し、感謝の念、またそして敬老の念を伝えることというのは

非常に重要であるというふうに考えています。と同時に、そのあらわし方は時代時代に応じ

たさまざまな形があると思います。福岡市がこれから目指すべき姿というものは、超高齢社



会においても持続可能な、長寿を心から喜べるまちであるというふうに考えています。その

実現こそが、御高齢の皆様への感謝の念をあらわすことになると考えています。そのために

は、高齢者の健康づくりと介護予防、社会の中で活躍の場があること、そして、介護が必要

になっても、住みなれた地域で暮らし続けられることが重要と考えています。また、民生委

員の皆さんが活動しやすい環境づくりとともに、企業やＮＰＯなど、さまざまな主体が地域

活動に参画をして高齢者の生活支援を行っていく仕組みづくりというものも重要でありま

す。平成 29 年度は買い物支援やベンチの設置などとともに、認知症対応の技法の普及に向

けた実証実験などにも取り組み、超高齢社会においても、持続可能な健康先進都市づくりを

開始いたします。これらを通じて、高齢者の方々が幾つになっても元気に活躍できる、活力

ある高齢社会を築いていきたいというふうに考えています。以上です。 

 


